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（

複
数

回
答

）
】

※
グ
ラ
フ
中
の
人
数
は
、
兼
務
者
も

土
地
・
家
屋
・
償
却
資
産
別
に

そ
れ
ぞ
れ
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
。

【
５

．
評

価
補

助
員

の
選

任
状

況
】

【
７

．
評

価
補

助
員

の
身

分
に

つ
い

て
】

一
般

職
員

以
外

か
ら

新
た

に
任

用
・

選
任

し
た
7
0
人

の
従

事
し

て
い

た
職

業

・
建

築
士

・
大

工

・
元

市
町

村
職

員

・
元

県
税

事
務

所
職

員

・
会

社
員

等

ｎ
＝

1
,
7
1
9
団

体
ｎ

＝
2
3
,
9
3
0
人

（
純

人
数

は
1
7
,
7
2
2
人

）

ｎ
＝
1
7
,
7
2
2
人
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地
方
税
法
の
施
行
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い
て
（
市
町
村
税
関
係
）
（
抄
）

（
平
成
2
2
年
４
月
１
日
付
総
税
市
第
1
6
号
・
総
務
大
臣
通
知
）

第
３
章

固
定
資
産
税

／
第
５
節

評
価
及
び
価
格
の
決
定

4
1

固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
に
関
す
る
不
服
を
審
査
決
定
す
る
た
め
に
市
町
村
に
固

定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
を
設
置

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
の
は
、
課
税
要
件
の
早
期
安
定
を
期
す
る
と
と
も
に
審
査
の
中
立
性
を
担
保
す
る
た
め
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

そ
の
事
務
局
は
固
定
資
産
税
の
評
価
・
賦
課
を
担
当
す
る
課
以
外
の
課
等
に
お
い
て
行
う
な
ど
、
そ
の
組
織
運
営
に
つ
い
て
そ
の
趣
旨

を
踏
ま
え
て
対
応
す
る
こ
と
。
（
法
4
2
3
①
）

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
の
現
状
と
中
立
性
の
確
保
に
つ
い
て

団
体
数

(
構
成
比
)
（
%
）

団
体
数

(
構
成
比
)
（
%
）

1
9
2

(
1
1
.
2
)

1
7
2

(
1
0
.
0
)

1
,
0
9
0

(
6
3
.
6
)

1
,
0
9
3

(
6
3
.
7
)

1
4
0

(
8
.
2
)

1
4
5

(
8
.
5
)

9
7

(
5
.
7
)

9
2

(
5
.
4
)

1
8
5

(
1
0
.
8
)

1
9
5

(
1
1
.
4
)

1
1

(
0
.
6
)

1
8

(
1
.
0
)

1
,
7
1
5

(
1
0
0
.
0
)

1
,
7
1
5

(
1
0
0
.
0
)

※
 
東
京
都
特
別
区
及
び
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
（
１
市
４
町
）
は
、
１
団
体
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

合
計

○
　
事
務
局
を
、
評
価
・
賦
課
担
当
者
が
担
当
し
て
い
る
。

○
　
そ
の
他

○
　
行
政
委
員
会
と
し
て
独
立
し
た
事
務
局
組
織
を
設
け
て
い
る
。

○
　
事
務
局
を
、
自
治
体
内
の
、
評
価
・
賦
課
担
当
課
以
外
の
課
で
担
当
し
て
い
る
。

○
　
事
務
局
を
、
評
価
・
賦
課
担
当
課
内
の
、
評
価
・
賦
課
担
当
係
（
班
）
以
外
の
係
（
班
)

 
 
 
 
で
担
当
し
て
い
る
。

○
　
事
務
局
を
、
評
価
・
賦
課
担
当
係
（
班
）
内
の
、
評
価
・
賦
課
担
当
者
以
外
の
者
で

　
　
担
当
し
て
い
る
。

令
和
３
年
1
0
月
１
日
現
在

令
和
２
年
３
月
3
1
日
現
在
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固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
の
委
員
数
別
団
体
数
等

１
．
委
員
数
別
団
体
数

委
員
数

団
体
数

２
．
団
体
が
重
視
し
た
委
員
の
経
歴
（
複
数
回
答
）
 
ｎ
=
4
,
4
6
8
団
体

経
歴

団
体
数

構
成
比

経
歴

団
体
数

構
成
比

経
歴

団
体
数

構
成
比

※
「
⑱
　
そ
の
他
」
の
主
な
も
の

　
行
政
書
士
、
会
社
役
員
、
漁
協
役
員
、
建
設
業
役
員
、
元
行
政
区
長
、
元
商
工
会
職
員
、
元
郵
便
局
長
、
元
土
地
改
良
区
職
員
、
金
融
機
関
の
元
職
員
、
学
識
経
験
者
、
税
理
士
事
務
所
に
勤
務
す
る
者
　
等

(
0
.
5
)

(
1
0
.
4
)

(
1
0
0
.
0
)

2
1

4
6
3

4
,
4
6
8

⑰
　
大
学
教
員
等

⑱
　
そ
の
他

合
計

(
4
.
2
)

(
4
.
1
)

(
3
.
0
)

(
1
.
8
)

1
8
9

1
8
2

1
3
1

7
0

1
3
3

(
1
.
6
)

(
2
.
9
)

8
0

⑨
　
弁
護
士

⑩
　
不
動
産
鑑
定
士

⑫
金
融
機
関
の
職
員

⑭
　
宅
地
建
物
取
引
士

⑪
　
農
協
役
員
又
は
職
員

⑬
　
不
動
産
業

(
6
.
7
)

(
1
9
.
1
)

(
1
1
.
8
)

(
8
.
1
)

(
7
.
4
)

(
6
.
3
)

3
0
0

⑥
　
土
地
家
屋
調
査
士

8
5
3

5
2
7

3
6
0

3
2
9

2
8
1

②
　
税
理
士

③
　
農
林
漁
業

④
　
他
団
体
の
元
公
務
員

※
　
東
京
都
特
別
区
及
び
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
（
１
市
４
町
）
を
１
団
体
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

３
人 1
,
4
9
0

４
人

⑤
　
商
工
業

５
人

６
人

1
,
7
1
5

0

9
人

1
2
人

1
0
人

1
5
人

1
0

0

8
人

①
　
元
当
該
市
町
村
職
員

1
4
人

1
5
1

1
8

4
3

9
6

⑦
　
司
法
書
士

７
人

3

2
7
1

(
6
.
1
)

⑧
　
建
築
士

2
0
5

(
4
.
6
)

(
令
和
３
年
1
0
月
１
日
現
在
）

1
8
人

2
1

合
計

⑯
　
公
認
会
計
士

⑮
　
元
地
方
議
会
議
員

3
6

3
7

(
0
.
8
)

(
0
.
8
)
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縦
覧
及
び
閲
覧
制
度
の
実
施
状
況

（
令
和
３
年
1
0
月
１
日
現
在
）

①
 
令
和
３
年
度
の
縦
覧
帳
簿
縦
覧
期
間
（
団
体
数
）

４
月

１
日

～
４

月
2
0
日

1
3

○

※
１
　
東
京
都
特
別
区
は
、
2
3
区
を
も
っ
て
１
団
体
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

※
２
　
「
そ
の
他
」
の
内
容
は
、
震
災
や
評
価
替
え
の
影
響
に
よ
り
４
月
１
日
以
外
の
日
を
縦
覧
期
間
の
開
始
日
と
し
て
い
る
団
体
で
あ
る
。

②
 
縦
覧
帳
簿
の
縦
覧
人
数

令
和

３
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
8
年

度

平
成

2
7
年

度

※
１
　
１
人
で
土
地
・
家
屋
の
複
数
に
つ
い
て
縦
覧
を
し
た
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
１
件
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

※
２
　
各
資
産
の
内
訳
を
把
握
せ
ず
、
合
計
の
み
し
か
把
握
し
て
い
な
い
場
合
は
、
合
計
の
欄
に
の
み
数
値
を
計
上
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
各
資
産
の
計
が
合
計
の
欄
と
一
致
し
な
い
。

③
 
課
税
台
帳
の
閲
覧
人
数

令
和

２
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
8
年

度

平
成

2
7
年

度

※
１
　
１
人
で
土
地
・
家
屋
・
償
却
資
産
の
複
数
に
つ
い
て
閲
覧
を
し
た
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
１
件
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

※
２
　
各
資
産
の
内
訳
を
把
握
せ
ず
、
合
計
の
み
し
か
把
握
し
て
い
な
い
場
合
は
、
合
計
の
欄
に
の
み
数
値
を
計
上
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
各
資
産
の
計
が
合
計
の
欄
と
一
致
し
な
い
。

④
 
台
帳
記
載
事
項
証
明
書
交
付
人
数

令
和

２
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
8
年

度

平
成

2
7
年

度

※
１
　
１
人
で
土
地
・
家
屋
・
償
却
資
産
の
複
数
に
つ
い
て
証
明
書
を
交
付
し
た
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
１
件
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

※
２
　
各
資
産
の
内
訳
を
把
握
せ
ず
、
合
計
の
み
し
か
把
握
し
て
い
な
い
場
合
は
、
合
計
の
欄
に
の
み
数
値
を
計
上
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
各
資
産
の
計
が
合
計
の
欄
と
一
致
し
な
い
。

※
３
　
地
方
税
法
第
4
2
2
条
の
３
に
基
づ
く
通
知
に
代
え
て
登
記
所
に
提
出
す
る
証
明
書
は
含
ま
な
い
。

3
8
6
,
3
8
9

1
1
,
3
8
5

3
,
4
5
1
,
4
9
4

4
,
9
7
8

1
2
,
8
4
7

1
0
6
,
5
4
9

8
2
,
8
4
0

1
6
,
3
5
0

5
5
6
,
0
9
5

1
5
,
0
1
4

6
,
2
7
4

3
,
7
8
4
,
7
5
9

1
5
,
1
9
7

1
5
,
8
7
0

6
3
2
,
8
9
6

土
　

　
　

地

合
　

　
　

計

6
9
0
,
9
1
3

1
1
9
,
6
3
3

9
3
,
7
2
1

４
月

１
日

～
最

初
の

納
期

限
日

４
月

１
日

～
４

月
2
0
日

又
は

最
初

の
納

期
限

の
い

ず
れ

よ
り

も
遅

い
日

1
2
,
8
7
6

そ
の

他

3
4
6
,
2
8
4

5
,
1
2
5

8
,
1
3
7

8
,
6
9
4

5
,
3
4
2

5
,
7
2
5

1
2
4
,
6
2
2

9
1
,
9
3
6

合
　

　
　

計

5
0
3
,
2
2
0

5
0
2
,
9
1
1

3
,
7
6
9
,
2
6
9

5
3
5
,
4
8
4

3
4
6
,
1
2
6

1
,
6
0
3

5
9
1
,
1
3
3

土
　

　
　

地
家

　
　

　
屋

償
　

却
　

資
　

産

1
0
,
4
8
5

7
,
2
3
8

1
9
,
1
7
3

7
,
7
8
2

3
4
3
,
1
3
2

7
,
8
7
9

家
　

　
　

屋
償

　
却

　
資

　
産

1
6
1
,
1
9
0

3
,
7
3
3
,
1
4
5

1
1
,
8
3
8

1
2
5
,
4
1
8

1
8
,
2
4
8

5
4
2
,
1
9
5

家
　

　
　

屋
合

　
　

　
計

1
0
,
9
7
7

7
,
6
4
0

合
　

計

1
,
7
1
9

土
　

　
　

地

4
1

6
2
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公示日及び納期について（令和３年度）

①公示日について

3月1日 3月2日 3月9日 3月11日 3月15日 3月16日 3月17日 3月18日 3月19日 3月22日

1 1 1 1 4 4 2 7 2 13

3月23日 3月24日 3月25日 3月26日 3月27日 3月29日 3月30日 3月31日

10 14 24 33 1 45 78 654

4月1日 4月22日 4月30日 5月6日 5月13日

818 1 1 2 1

②納期の回数について

２回 ３回 ４回 ５回 ６回 ７回 ８回 ９回 １０回 １１回

4 48 1,607 5 3 6 7 2 36 1

③納期限の設定状況
［第１期］

4月26日 4月30日 5月1日 5月6日 5月10日 5月20日 5月25日 5月30日 5月31日 6月1日

4 566 1 3 1 1 16 1 1,012 3

6月7日 6月25日 6月30日 7月15日 7月26日 7月31日 8月2日 8月31日

4 1 21 1 1 1 21 1

［第２期］

6月25日 6月30日 7月1日 7月20日 7月26日 7月30日 7月31日 8月1日 8月2日 8月3日

1 10 1 1 18 8 41 11 1,440 3

8月5日 8月10日 8月25日 8月31日 9月15日 9月27日 9月30日 10月2日 10月25日 11月1日

5 1 1 74 1 1 36 1 1 2

11月30日

2

［第３期］

9月21日 9月27日 9月30日 10月1日 10月5日 10月25日 10月31日 11月1日 11月15日 11月25日

1 10 535 2 3 3 7 88 1 2

11月30日 12月1日 12月6日 12月15日 12月20日 12月24日 12月25日 12月26日 12月27日 12月28日

150 1 1 2 2 4 9 2 691 66

12月30日 12月31日 1月4日 1月11日 1月31日

1 1 69 3 1

［第４期］

11月25日 11月30日 12月6日 12月15日 12月20日 12月24日 12月25日 12月27日 12月28日 12月29日

8 331 2 1 1 1 6 166 52 1

12月30日 12月31日 1月1日 1月4日 1月5日 1月25日 1月31日 2月7日 2月24日 2月25日

1 2 1 36 2 2 64 1 1 8

2月27日 2月28日 3月1日 3月3日 3月7日 3月10日 3月31日

1 911 4 1 1 1 1

※１　法人と個人で納期限が異なる団体については、個人における納期で計上している。

※２　東京都特別区は、23区をもって１団体として計上している。

※３　③納期限の設定状況は、納期が４回までの団体の回答を集計したものである。

9
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